
 
 

日本政府の 2030年温室効果ガス 46%削減目標は 
脱原発と脱石炭で十分に実現可能だ 
より大きな削減も技術的・経済的に可能であり、 

公平性の観点からは求められている 
 
 

【ポイント】 

Ø 日本の現状においては、日本政府の「2030 年度に 2013 年度比で温室効果ガス排出の 46%削減」は

「2030年度に 2013年度比でエネルギー起源 CO2排出の 50%削減」となる。 

Ø 政府は 2021年 4月 18日の経産省審議会で活動量を一部下方修正し、再生可能エネルギーおよび省

エネの導入量を上方修正した。しかし、これだけでは上記のエネルギー起源 CO2の 50%削減は不可能

である。 

Ø メディア報道によると、政府は現在、第 6 次エネルギー基本計画のエネルギー・ミックスとして再エネ 36

〜38%、原発 20〜22% を想定している。しかし、この二つの数値以外は不明であり、数値目標の検討・

策定はほぼ密室で行われている。したがって、本稿で私たちは、省エネ・再エネ関連の政府審議会や

委員会での議論に基づいて、政府が検討しているエネルギー・ミックスおよびシナリオ（再エネと省エネ

の具体的内訳）を推測した。 

Ø 私たちは、こうして推測した政府シナリオおよび脱石炭火力・脱原発を前提にした二つのシナリオを含む

計三つのシナリオに関して、必要とされる具体的政策や経済影響などを比較分析した。その結果、脱石

炭火力・脱原発のシナリオの方が政府シナリオよりも発電コスト総額や雇用創出数という点で経済合理

的であることが明らかになった。 

Ø 日本政府の 46%削減目標は、主要先進国の中では見劣りするものであり、途上国との公平性を考慮す

ると極めて不十分な目標である。 

Ø 政府は、日本および海外の複数の研究機関・NGO が提示しているシナリオや数値を参照し、経済合理

性および公平性という二つの観点から目標を引き上げるべきである。 
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はじめに 
2021年 4月 22日、菅首相は「温室効果ガス排出量を 2030年度に 2013年度比 46%削減」という新目標を示

した（以下、46％削減目標）1。2020年 10月 26日の「温室効果ガス排出量 2050年実質ゼロ（カーボンニュート

ラル」という宣言に続く日本の温暖化対策目標の強化である。現行の地球温暖化対策計画の 2030年度目標は

「2013年度比 26%削減（1990年度比 18%削減）」なので、今回目標は 1990年度比では 2 倍以上の削減率に

なる（図 1）。 

 

 

 

図 1  政府の 2030 年、2050 年目標 

 

 

しかし、46％削減目標を達成するための具体的なエネルギー・ミックスやシナリオはまだ決まっていない。また、

たとえ削減割合が 2 倍以上になったとしても、技術的・経済的な実現可能性や世界的な水準からみた場合の野

心度などに関する検証が必要である。 

現在、国内では、経済産業省がエネルギー基本計画改定のため、総合資源エネルギー調査会基本政策分

科会で 2030年度のエネルギー・ミックスとエネルギー起源 CO2排出削減量を審議している。2021年 4月 18日

の基本政策分科会では、同審議会が 2015年に示した 2030年度のエネルギー・ミックス2に比較して、素材生産

量・輸送量見通しが下方修正された。同時に、省エネ対策追加と再生可能エネルギー（以下、再エネ）電力の

追加も提示されている。また、政府は原発に関して現行目標の 20～22％を維持し、再エネは現行目標の 22～

24％から 36～38％に引き上げることを検討中と報道されている（産経新聞 2021年 5月 16日）3。しかし、これら

以外の数値は不明であり、数値目標の検討はほぼ密室で行われている。また、その経済効果などの検証も実

施されない可能性が高い。 

日本の 2030年および 2050年の数値目標に関しては、日本の研究機関・NGO として自然エネルギー財団、

WWF ジャパン、未来のためのエネルギー転換研究グループ、気候ネットワークがそれぞれの想定に基づく数

 
1 政府がどのような理由で 46％削減目標を決めたかは不明である。ただし、図 1からは、2050年ゼロと現時点での排出量と
の間を直線で引いた場合の 2030年の排出削減量が 46％となっているので、これが理由かとは推察される。 
2 長期エネルギー需給見通し（資源エネルギー庁 2015）に基づいている。 
3 2021年 5月 13日の朝日新聞や日経新聞が「原子力は 2割程度を維持し、再生エネを 3割台後半に高める」と報じてお
り、そのあとに産経新聞が具体的な数値に触れている。詳細は不明なものの、いわゆるアドバルーン記事と推察される。 
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値目標を提示している。また、海外の研究機関では Climate Action Trackerが 2度目標および 1.5度目標達成

に必要な温室効果ガス排出削減量を様々な努力分担方法4を用いて国別に計算している。米国の研究機関に

よる Climate Equity Reference Calculatorという計算ツールも存在し、これによって公平性を考慮した場合の日本

を含む各国の数値目標が計算できるようになっている。さらに、2021年 4月 22日の気候サミットにおいて、ある

いは気候サミットの以前から、米国や欧州の先進国も新たに引き上げた数値目標を提示している。これらを参照

すれば、日本国内の排出削減の技術的・経済的な可能性を知るとともに、あるべき排出削減目標の世界的水

準を確認することができる。 

  このような背景のもと、本稿では、まず 2 で、政府が検討中と報道されているエネルギー・ミックスの具体的な

内容やシナリオを推測する。また、日本における 46%削減シナリオとして、この私たちが推察した政府シナリオと

脱石炭火力・脱原発の 2つのシナリオを含む計 3つのシナリオの具体的な内容、必要な政策、経済効果を比較

分析する。3 では、日本の研究機関・NGO が提示している数値目標を比較分析する。4 では、国際的にみて野

心的なものかどうかという観点から他の先進国と日本の数値目標を比較し、同時に公平性という観点から日本

の数値目標を論じる。最後に 5で結論を述べる。 

 
1. 46%削減に必要なエネルギー・ミックス 
1.1. エネルギー起源 CO2の削減必要量 

日本における 2019年度の温室効果ガス排出割合は、エネルギー起源 CO2が約 85%、非エネルギーCO2が

6.5%、その他の温室効果ガス（メタン、一酸化二窒素、およびフロン類である HFC、PFC、SF6、NF3）が約 8.5%

である。このうち非エネルギーCO2、メタン、一酸化二窒素は、短期間での削減は容易ではない。また、フロン類

は、対策は可能なものの、このうち HFCは 2013年度から 2019年度の間に 1.5 倍に排出が増加している。 

したがって、2030 年の排出削減レベルについて、2019 年比で非エネルギーCO2・メタン・一酸化二窒素の削

減を保守的に想定することが現実的である。例えば非エネルギーCO2・メタン・一酸化二窒素を 10%削減、フロ

ン類を 50%削減とする場合、エネルギー起源 CO2の削減率は、2030年度に 2013年度比で約 50%削減以上と

なる。よって以下では、「エネルギー起源 CO2排出を 2030年度に 2013年度比で 50%削減」を、政府公約達成

のための数値目標として考える。 

 

1.2. 経済産業省審議会で議論されているエネルギー・ミックス 
 現在、経済産業省がエネルギー基本計画改定のため、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会で2030

年度のエネルギー・ミックスとエネルギー起源 CO2排出削減量を審議している。そこでは、2021年 4月 18日に

事務局が提出した資料において、同審議会が 2015年に示した 2030年度エネルギー・ミックス5に比較して、素

材生産量・輸送量見通しが下方修正され、「なりゆきケース（BAU）」で進む場合の 2030年度のエネルギー消費

量見通しも下方修正されている（エネルギー消費量推定値は未公表あるいは未推計）。同時に、省エネ対策追

加と再エネ電力の追加も提示されている（表 1）。 

 

 

 
4 全球での目標（例：1.5度目標）を達成するために各国が持つべき温室効果ガス排出削減数値目標をどのように決定する
かという問題は、実質的には、一定のカーボン・バジェット（CO2排出許容量）という資源を様々な基準にもとづいてどのよう

に各国に分配するかという問題に帰結する。本稿の脚注 11も参照のこと。 
5 長期エネルギー需給見通し（資源エネルギー庁 2015）に基づいている。 
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                             表 1 エネルギー基本計画改定で議論中の新たな活動量想定   
新たな 2030年度想定 
（2013年度比） 政府前回想定（2015年）との比較 備 考 

産業

部門 
鉄鋼 

未定（2019 年度実績とすると
生産量 10%減） 

未定のため比較不可。ちなみに、

前回の政府想定は生産量約 10%増
加 

2020年度は 13年度比 25%
減少。現状では、今後の工

場縮小計画多数あり。 
紙・板紙 生産量 19%減少 前回の政府想定より 20%減少  

業務

部門 

 

床面積 7%増加 前回の政府想定より 0.5%増加 
現状では、コロナ禍でビル

需要が激変、減少の兆しあ

り。 
運輸

部門 
運輸旅客 旅客輸送量 2%減少 前回の政府想定より 3%減少  

運輸貨物 貨物輸送量 1%減少 前回の政府想定より 19%減少  

 

 

これらの修正を考慮すると、省エネ導入量は、新たに設定された「なりゆきケース」程度しか対策が入らない

場合に比較して、政府が 2015年に示した 2030年最終エネルギー消費量の「14%削減」が「16%削減（省エネ量

で原油換算 800 万 KL 追加）」と上方修正される。また、再エネ電力導入量も、新たな審議会資料では 2030年

に約 2900 億 kWh まで上がるとし、2015年に示した 2030年再エネ電力割合「22〜24%」が「約 29%」になると上

方修正されている（資源エネルギー庁 2021）。 

しかし、この程度の省エネ・再エネ導入量の上方修正では、46%削減にはるかに及ばない。なぜなら、実際

に、2015年度に想定された「原発 20%」のままで、再エネが増える分だけ石炭火力の発電量を減らしても、2030

年度のエネルギー起源 CO2排出量は 2013年度比約 35%減にしかならないからである。また、2030年度の原

発割合が 2019年度実績（6%）と同じという想定のもとで、2015年度に想定された「原発 20%」との不足分である

14%について LNG火力の発電量を増やした場合でも 29%減としかならない。さらには、2030年度原発ゼロとい

う想定で不足分について LNG火力の発電量を増やした場合は、約 27%減にしかならない。 

すなわち、政府が 2021年 4月 18日に明らかにした対策強化では、削減率は原発が最大限に動いた場合で

もせいぜい 2013年度比 35%程度であり、首相が公約として示した 46%削減目標には程遠い。 

 

1.3. 2030年 46%削減実現の技術対策シナリオ 
 では、2030 年温室効果ガス 46%削減（CO250%削減）はどのようにすれば実現可能なのか。実現のためには、

現在のシナリオに対して追加的に、1）再エネを増やす、2）省エネを増やす、3）再エネと省エネの両方を増やす、

の 3つしかない。ゆえに、メディア報道によると、現在、政府は第 6次エネルギー基本計画のエネルギー・ミック

スとして再エネ 37～39%、原発 20～22% を想定している。 

本稿では、例示的なものとして、政府が想定していると思われるエネルギー・ミックスを含む三つのシナリオを

考える（表 2、表 3）。なお、以下の計算では、生産量想定などは 2021年 4月 18日に経産省審議会にて提示さ

れた事務局資料（資源エネルギー庁 2021）に基づいている6。 

 

 
6 具体的には、2030年度の粗鋼生産量は 2019年度実績より 1億トンと想定した。また、化学工業の 2030年度生産量につ
いて経済産業省の 2015年当時の想定ではエチレン生産量は下がるものの、化学工業全体では生産指数が 16.7%上がる
としていた（資源エネルギー庁 2015）。しかし、2019年度の化学工業の無機・有機化学工業の生産指数実績は 2013年度
比 3.3%減少（経済産業省 2021）であり、今後プラスチック対策で減少も見込まれる。したがって、2030年度の化学工業生産
量（素材）は保守的に想定し 2013年度と同じと想定して試算した。 
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表 2 2030 年温室効果ガス 46%削減を達成する技術対策シナリオ  

注 1：シナリオ 1において原発と再エネ以外の数値は、46％削減目標との整合性を考慮した筆者らの推測である。 
注 2：CO2排出削減量に関して、シナリオ 2とシナリオ 2では本稿で説明しているように温室効果ガス 46%削減
に必要な CO2排出削減量である 50%とした。一方、シナリオ 1では、産経新聞が報道している数値は経産省審議
議会（総合エネルギー調査会）で議論する CO2排出削減量のみだと思われるので、そのまま 46％とした。おそら
く残りの 4％の削減は他の省庁での検討や努力に委ねられると予想される。 
 
 
シナリオ 1：再エネ電力 38%、原発 21% 

前述にように、現在、政府は原発に関して現行目標の 20～22％を維持し、再生可能エネルギーは現行目標

の 22～24％から 36～38％に引き上げることを検討中と報道されている（産経新聞 2021年 5月 16日）。この情

報などをもとに、私たちは政府の検討している具体的なエネルギー・ミックスおよびエネルギー消費量などの詳

細をシナリオ 1として下記のように推測した。 

電源構成は、これまでの報道および再エネ・省エネに関連する政府審議会や委員会などでの議論から、石

炭 15%、石油 3%、LNG 23%、再エネ 38%、原発 21%と予測した。この場合、省エネとしては、業務の建築物の

  シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 

特徴 
 政府が 46％削減実現のために 

検討中とされるシナリオ（注 1） 
再エネ拡大 省エネ拡大 

CO2排出削

減量（注 2） 
 

46% 50% 50% 

原発・石炭

火力 
 

利用継続 2030年までにフェイズアウト 2030年までにフェイズアウト 

再エネ電力

割合 
 

36〜38%（38%で計算） 50% 44% 

生産量等  経産省審議会通り。鉄鋼、化学は 2019年度実績とする。 
燃料転換 電源

構成 
石油 3%、LNG 23% 石油火力ゼロ、LNG・都市ガ

ス火力等 47% 
石油火力 8%、LNG・都市ガス
火力等 45% 

原発 20〜 22%（ 21%で計
算）、石炭 15%、石油 3%、
LNG23% 

原発ゼロ、石炭火力ゼロ、未活用エネルギー3% 

熱利

用 
2019年実績を維持 

省エネ 産業

素材 
経産省審議会通り 2030 年に鉄鋼・化学・セメント・製紙で優良工場レベル（偏

差値 60 レベル）の省エネ達成。鉄鋼電炉割合を現在の約 25%
から 50%に引き上げる。 

産業

その

他 

経産省審議会通り 経産省審議会通り 生産設備 10%、冷暖房空調等
は 25%エネルギー効率向上、
低温熱の 3分の 1電化しヒート
ポンプ利用。 

業務

家庭 
業務の建築物の省エネ強化

（300m2以上規制化による）、

家庭の建築物の省エネ強化

（300m2以上規制化による） 

経産省審議会通り 業務部門の床面積比エネルギ

ー消費を 25%改善(断熱建築導
入など) 

運輸 運輸の燃費規制強化（2030 年
乗用車燃費規制、2025 年重量
車規制を反映 

自動車省エネは経産省審議会

通り 
乗用車の 2030 年燃費基準、バ
ストラック重量車の 2025 年燃
費基準を見込む。 

ハイブリッド車 29%導入、電
気自動車 16%導入 

電気自動車割合を自家用乗用車 20%、タクシー・バス・トラッ
クで 3%とする。 
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省エネ強化（300m2以上規制化による）、家庭の建築物の省エネ強化（300m2以上規制化による）、運輸の燃費

規制強化（2030年乗用車燃費規制、2025年重量車規制、ハイブリッド車 29%導入、電気自動車 16%導入）な

どが必要となる。 

なお、原発 20 ～ 22％というのは、現実的には極めて実現が困 難であることは記しておく。 

 

シナリオ 2：再エネ電力 50%  

 2 番目は、再エネ電力割合を増やすなど電源構成を大きく変え、2021年 4月 18日の経済産業省審議会で示

された省エネ（なりゆきケースに対し原油換算 5800 万 Klの削減）に多少の省エネ量を追加的に増加したシナリ

オである。電源構成は脱石炭（石炭火力を 2030年にフェーズアウト）・脱原発を図り、LNG火力・都市ガス火力

等で 47%、再エネ 50%、未活用エネルギーを 2019年度実績と同じ 3%とし、これに省エネを追加した。 

具体的に追加した省エネは、鉄鋼・セメント・化学工業・製紙について、経済産業省の「省エネ法ベンチマー

ク」における 2020年の「優良工場レベルの生産量あたりエネルギー消費量」を 2030年に業種平均で達成する

ように政策誘導して導入するものである。この「優良工場レベル」は、業種内で偏差値 60 レベル7の位置にある

工場のエネルギー効率であり、具体的数値を経済産業省が毎年発表している（資源エネルギー庁 2020）。偏差

値 60 レベルは達成が困難なレベルではなく、かつ本来省エネは経済合理的であるため、適切な情報提供等の

政策誘導があれば容易に普及できる。また、鉄鋼業でリサイクル鉄をつくる電炉割合を現在の約 25%から 50%

に引き上げ、リサイクル率を向上させる。 

 

シナリオ 3：省エネ拡大 

 3 番目は、産業部門などの省エネをより強化するものである。まずはシナリオ 2 と同様に、素材製造業のうち鉄

鋼・セメント・製紙は、2030 年に優良工場レベルの生産量あたりエネルギー消費量を達成し、また鉄鋼業でリサ

イクル鉄をつくる電炉割合を現在の約 25%から 50%に引き上げる。さらに追加として、他の製造業は生産量あ

たりエネルギー消費量を 10%改善、冷暖房照明分は 25%改善、低温熱利用の 3分の 1を電化してヒートポンプ

利用する。業務部門は床面積あたりエネルギー消費量を 25%改善する。運輸部門では、2025年ないし 2030年

燃費基準達成を見込み、電気自動車は自家用乗用車で保有車の 20%、タクシー、バス、トラックは 3%とする。

電源構成は、再エネ電力を 44%、未活用エネルギーを 2019年度実績と同じ 3%、原発はゼロとし表 2のように

火力発電を配分する。 

 

1.4. 3つのシナリオの比較分析 
 表 3は、各シナリオの具体的なエネルギー指標および経済効果（化石燃料輸入削減額、電力単価、発電コス

ト総額、雇用創出数）を示す8。この表 3からわかるように、化石燃料輸入削減額および電力単価はどのシナリオ

も変わらない。一方、シナリオ 2およびシナリオ 3の方が発電コスト総額は低下し、より大きな雇用創出が実現さ

れる。 

 

 
7 各業種のエネルギー効率に関しては省エネ法に基づいて分布が公表されている。 
8 発電コスト総額は、各シナリオの具体的な再エネ設備導入量、再エネ設備価格（発電単価）、電力消費量などから計算し
た。雇用創出数は、エネルギー支出削減額と想定投資回収年数から求めた投資額から産業連関表を用いて計算した。計

算方法の詳細については、未来のためのエネルギー転換研究グループ（2021）を参照のこと。 
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表 3 2030 年温室効果ガス 46%削減達成のエネルギー指標および経済効果 
 シナリオ 1 

(再エネ電力 38%) 
シナリオ 2 

（再エネ電力 50%） 
シナリオ 3 

（省エネ拡大） 

エネルギー起源 CO2排出量 46%削減 50%削減 50%削減 

最終エネルギー消費量 23%削減 23%削減 30%削減 

再エネ電力供給量 約 4000億 kWh 約 5200億 kWh 約 4200億 kWh 

再エネ電力割合 38% 50% 44% 

化石燃料輸入削減額（注 1） 約 7兆円 約 7兆円 約 7兆円 

発電単価 15円/kWh 15円/kWh 15円/kWh 

発電コスト総額（注 2） 15.4兆円 14.4兆円 14.0兆円 

雇用創出数 135万人/年 200万人/年 170万人/年 

注 1：2018年度化石燃料輸入費約 19兆円との差額。 
注 2：単価はほぼ同じだが、オプション 1は省エネが小さいため発電量が大きく、発電コスト総額も大きい。 
 

 

1.5. 2030年度 46%削減実現に必要な政策 
以上で述べてきたように、46%削減は技術的・経済的に十分に可能である。しかし、その実現のためには政

策的な措置が必要不可欠である。 

現状での産業界の排出削減は、いわゆる「自主的取り組み」に任されている。そのため、産業界の各業種が

現状の目標をそれぞれ達成しても、産業界全体での排出量の総和は、2030 年に 46%削減した場合の日本全

体の温室効果ガス排出量を超えてしまう。これは、仮に中小企業や家庭部門などが 2030年までにゼロ排出とな

ったとしても、国全体の目標は実現できないことを意味する。 

すなわち、46%削減の実現には、産業界の自主的取り組み以上の省エネに関する政策強化が必要である。

具体的には、例えば、大口事業者・事業所に対しては「46%」に対応する総量削減の義務化が考えられ、それ

を確実かつ効率的に実施するためには排出量取引制度導入が検討課題となる。また、重点となる石炭火力9削

減では、日本全体の経済合理性を考慮するのであれば、2030年までに全廃するか、あるいは発電量あたりCO2

排出量を天然ガス火力なみにする規制が必要である。 

 以下は、上記以外の主な政策である。 

・発送電の所有権分離、発電小売の分離を実施。送電線運用ルールを転換し、再エネの優先接続、優先給電

を明確化。2030年に余裕をもって地内・地域間送電線の建設を行い、再エネ発電所を増やす。 

・再エネ電力ではゾーン制を導入する。石炭混焼バイオマス、海外産バイオマスは FITから外す。 

・省エネでは 300m2 未満の新築建築を含め断熱規制とし、ゼロエミッションビル、ゼロエミッションハウスを規制

値にする。 

・電気自動車普及のため内燃車規制を導入する。 

・材料のリサイクル材優先を進める。公共発注、公共事業での調達はリサイクル鉄のみとする。 

 
9 各種統計から 2016年の日本における石炭火力発電所雇用者数は 2841人と推計される（未来のためのエネルギー転換
研究グループ 2021）。すなわち、この規模の雇用転換対策が必要となる。 
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・炭素税を導入する。加えて石炭については石炭税も導入する。得られた税収は国民に還元する。 

・公的資金運用、租税特別措置で石炭関連企業を外す。 

 

2. 46％をはるかに越える削減は十分に可能：既存のシナリオ比較 
2.1. 各研究機関・NGOのシナリオ 

46％削減目標は野心的なものと客観的に評価されうるだろうか。すでに日本のエネルギー・ミックスおよび

CO2排出削減数値目標およびシナリオに関しては、国内外のシンクタンクや NGO から、2030 年にエネルギー

起源CO2排出量を 47%〜65%削減し、2050年に脱炭素を実現するようなシナリオ研究が複数発表されている。

それらは、自然エネルギー財団（2020）、WWF ジャパン（2020）、未来のためのエネルギー転換研究グループ

（2021）、気候ネットワーク（2021）などである。これらの研究では、最終エネルギー消費 22〜40%削減、電力消

費 14〜28%削減、2030 年度の再エネ電力割合 44〜50%とし、原発はゼロかほぼゼロ、石炭火力はゼロとして

いる。すなわち、省エネと再エネの導入、そして電力における脱石炭実現により 2030年度のCO2排出を半分以

上減らすことができる。 

また、ドイツの研究機関で各国の数値目標を分析評価している Climate Action Trackerは、後述もするように

日本の温暖化対策をパリ協定の 1.5°C目標と整合させるには、「世界全体での最小費用シナリオ」という先進国

に極めて有利な方法で計算しても、日本国内の温室効果ガス排出を 2030年までに 2013年比で 60%以上削減

する必要があるとしている（Climate Action Tracker 2021）。 
 各研究機関・NGO の数値目標の内容や想定は表 3（2030年）および表 4（2050年）に示す通りで、それぞれ

の特徴は以下のように簡単にまとめられる（Climate Action Tracker 2021に関しては後述）。 

自然エネルギー財団：2050 年に電力、熱、輸送用燃料など全エネルギー需要について再エネで 100%供給

する。原子力と石炭火力は 2030年までにゼロ、石油火力は 2030年も限定的、天然ガス火力は 2050年までに

ゼロとしている。2030 年と 2050 年の 1 時間ごとの需給バランスを検証している。政策の遅れによる悪影響も示

し、コストについても詳細に試算している。 

WWF ジャパン：2050 年の再エネ導入に際し、従来需要と、同時同量が必要なく需要を上回る再エネ電力が

使用できる分を細部にわたって検討し、また必要な送電線建設も検討している。2050 年には電力、熱、輸送用

燃料など全エネルギー需要について再エネで 100%供給する。石炭火力は 2030 年までにゼロ、石油・天然ガ

ス火力も 2050年以前にゼロ、2050年に原子力も炭素回収貯留（CCS）も使わない。2030年と 2050年の 1 時間

ごとの需給バランスを検証している。 

未来のためのエネルギー転換研究グループ：2050 年に電力、熱、輸送用燃料など全エネルギー需要につ

いて再エネで 100%供給する。原子力はゼロ、石炭火力・石油火力は 2030 年までにゼロ、CCS も使わない。

2050年に関しては、従来の技術で 93％の CO2排出削減が可能としている。経済効果および副次的効果として

累積投資額、累積 GDP増加額、雇用創出数、PM2.5曝露による早期死亡の回避者数なども計算している。2030

年と 2050年の 1 時間ごとの需給バランスを検証している。 

気候ネットワーク：2050 年に電力、熱、輸送用燃料など全エネルギー需要について再エネで 100%供給す

る。原子力はゼロ、石炭火力・石油火力は 2030年までにゼロ、CCSも使わない。Climate Action Tracker（2021）

の試算を参考に削減目標を定め、それを達成するシナリオを検討している。これに加え、エネルギー起源 CO2

以外の温室効果ガス排出削減も検討している。 
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表 3 各研究機関・政府の 2030 年エネルギー・ミックスおよび温暖化対策数値目標比較表 

注：再エネの欄は上段が設備容量[GW=百万 kW]、下段が発電量[TWh=十億 kWh]の想定 
1）発電量は現状程度。 
2）従来用途・既存技術欄はこれまでの需要分。新用途・新技術込の発電量は 1063TWh(1兆 630億 kWh)で 2015年とあまり変わらない。 
3）新規需要、水素製造などを含む。 
4）グリーン水素を半分輸入の場合に 151GW、全て国産の場合 343GW 
5）52GWのバイオガス・グリーン水素等を使うコジェネ、8GW国際送電。 
6）従来用途・既存技術欄は既存技術分で産業等の電化、電気自動車分など同時同量でなくてよい分を含む。 
  

組織名 活動量想

定 
最終エネ

ルギー消

費 

電力消費 再エネ

割合一

次エネ

ルギー 

再エネ

割合電

力 

CO2排出量 太陽光 風力 水力 
地熱 
バイオマス 

原発 石炭 
火力 

石油 
火力 

LNG火力 電力需給 化石燃
料輸入

減 

投資額、経済効果、雇用

創出数 

気候ネットワー

ク 

 
▲40% 
(2013比) 

▲20% 
(2013比) 

 
50% 
以上 

▲65% 
(2013比)1) 

   
ゼロ ゼロ ゼロ 5割未満 問題なし 2) 

  

自然エネルギー

財団 
人口比で

低減を基

本に 

▲25% 
(2018比) 
▲30% 
(2013比) 

▲10% 
(2018比) 
▲14％ 
(2015比) 

 
45% ▲47% 

(2013比) 
▲43% 
(2010比) 

145GW 
173TWh 

29GW 
82TWh 

34GW 
143TWh 

ゼロ ゼロ 1% 54% 
発電量は今

より減少 

問題なし 発電用 
▲1兆
円/年 

 

WWFジャパン 人口比低
減を基

本。素材

輸出も減 

▲22% 
(2015比) 

▲15% 
(2015比) 

13% 約 50% ▲51% 
(2013比) 

161GW 
180TWh 

42GW 
111TWh 

 
137TWh 

2% ゼロ 8% 約 40% 
発電量は現

状程度 

問題なし 
  

未来のためのエ

ネルギー転換研

究グループ 

大量生産

想定(需
給見通し

通り) 

▲40% 
(2010比) 
▲38% 
(2013比) 

▲30% 
(2010比) 
▲28% 
(2013比) 

22% 44% ▲55% 
(1990比) 
▲61% 
(2013比) 

100GW 
126TWh 

36GW 
92TWh 

35GW 
153TWh 

ゼロ ゼロ ゼロ 約 50% 
発電量は今

より減少 

問題なし 累積▲
51.7 
兆円 

2021年〜30年の累積投
資額 202兆円、累積
GDP増加 205兆円、累
積エネルギー支出削減額

358兆円、年間雇用創出
254万人 

政府（首相表

明、エネルギー

基本計画、長期

エネルギー需給

見通し、地球温

暖化対策計画な

ど) 

大量生産

想定 
▲10% 
(2013比) 

+1.5% 
(2013比) 

13〜
14% 

22〜
24% 

▲25% 
(CO2,2013
比) 
▲26% 
(GHG2013
比) 

64GW 
75TWh 

10GW 
18TWh 

 
144〜
158TWh 

20〜22% 26%2) 3%2) 27% 
発電量は今

より 2割減 2) 

解析したの

か不明 

  



 10 

表 4  各研究機関・政府の 2050 年エネルギー・ミックスおよび温暖化対策数値目標比較表 
組織名 活動量想定 最終エネ

ルギー消

費 
電力消費 

再エネ割合

一次エネル

ギー 

再エ

ネ割

合 
電力 

CO2排出量 再エネ電力 原発 火力発

電 
熱・運

輸燃料

の化石

燃料 

CCUS 
DAC 

総エネル

ギーコス

ト 

化石燃料

輸入減 
2021年〜
50年の累
積投資額、

経済効果 

太陽 風力 水力 
地熱 
バイオ

マス 

その他 

従来用

途・既存

技術 

新用

途・新

技術込 
気候ネッ

トワーク 

 
▲70% 
(2013比) 

 
▲27%1) 
(2013
比) 

100% 100% ▲100% 
    

ゼロ ゼロ ゼロ 使用せず 
   

自然エネ

ルギー財

団 

人口比分の減少 ▲54% 
(2020比) 

 
+49%〜
116%3) 
(2020
比) 

100% 100% ▲100% 524GW 
703TWh 

151〜
343GW4) 
527TWh
〜 

35GW 60GW5) ゼロ ゼロ ゼロ 使用 ▲30% 
(2020比) 

▲13兆
円 

 

WWFジャ
パン 

人口比低減を基

本。素材輸出も

減 

▲58% 
(2015比) 

▲38%2) 
(2015比) 

現状程

度 2) 
100% 100% ▲100% 360GW 

401TWh 
150GW 
403TWh 

258TWh なし ゼロ ゼロ ゼロ 使用せず 
   

未来のた

めのエネ

ルギー転

換研究グ

ループ 

2030年まで大量
生産。その後人

口比で低減 

▲62% 
(2010比) 
▲60% 
(2013比) 

▲40%6) 
(2010比) 
▲38%6) 
(2013比) 

現状以

上 6) 
既存技術 
83% 
新技術利用

で 100% 

100% 既存技術▲
93% 
(1990比) 
新技術利用▲

100% 

200GW 
255TWh 

200GW 
552TWh 

50GW 
231TWh 

なし ゼロ ゼロ 新技術

でゼロ 
使用せず ▲65% ▲20兆

円 
累積投資額

340兆円、
累積エネル

ギー支出削

減額 500
兆円 

政府（首

相表明、

エネルギ

ー基本計

画、地球

温暖化対

策計画な

ど） 

大量生産想定? 
  

大幅増

見込み 
エネルギー基本計

画議論で電力

2050年再エネ割
合 50〜60%を例
示。一次エネはさ

らに低いと見られ

る 

首相は GHG実
質ゼロ表明。

政府計画は▲

80% 
(基準年明示せ
ず)改定作業
中。 

エネルギー基本計画議論で

電力再エネ割合 2050年 50
〜60%を例示 

 
水素(製造元不
明)を含め 40-
50%例示 

残す見

込み 
使用見込

み 
高くなる

見込み 

  

RITE（第
6次エネル
ギー基本

計画検討

で試算発

表） 

 約 3割減
少 

 約 4割
増加 

約 2〜3割 50%
〜

100% 

▲100%   1-2
割。 
新設を

想定 

化石燃

料 3-5
割、ア

ンモニ

ア水素

最大

25% 

残る DACで
約 2億
t、CCUS
とあわせ

3-4億
t。CO2

を 2億 t
海外輸送 

高い。再

エネ電力

は現在の

国際単価

より

2050年
でも高い 

水素アン

モニア等

輸入、

CO2を輸

出 
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2.2. 他の先進国の目標との比較 
欧米先進国は、2021年 4月 22日の気候サミットにおいて、あるいはサミット前にすでに、それぞれの CO2排

出削減数値目標の引き上げを発表している。日本政府は、温室効果ガスあるいは CO2排出削減数値目標の基

準年として、1990 年以降最も排出量が多い 2013 年を基準年として用いている。しかし、国際社会は気候変動

枠組条約を締結した 1992 年から温室効果ガスの削減に公式にコミットとしており、その意味で条約での最初の

数値目標の基準年 1990年を採用するのが一般的には公平とされる。 

したがって、図 2 では、1990 年を基準年とした場合のこれらの数値と日本政府の 2030 年度温室効果ガス

46%削減目標（1990年度比 40%削減）を比較したものを示す。この図からわかるように、英国は 68%削減（2035

年までに 78％削減）、EUは 55%削減、スイスは 50%削減、米国は 2005年比 50-52%削減（1990年比 43〜45%

削減）、デンマークが 70%削減、ドイツが 65%削減（いずれも 1990 年比）を目標としており、日本の数値目標

（1990年度比 40%削減）はこれらよりも低い。 

 

 

単位：％ 

図 2  先進国の 2030 年 CO2排出削減数値目標の比較（1990 年比） 

 
 
2.3. 経済合理性 
前出の日本のシンクタンクなどによる日本の削減シナリオに関する研究では、再エネと省エネを積極的に導

入した場合の方が導入しない場合よりも経済合理性があるという結果も明らかになっている。たとえば、未来の

ためのエネルギー転換研究グループ（2021）は、再エネと省エネを積極的に導入した場合（GR 戦略シナリオ）

における再エネ・省エネ投資の累積額と、それらの投資の効果が続く期間のエネルギー支出削減額（累積額）

を比較している（図 3、図 4）。この図 4が示すように、エネルギー支出削減額は投資額よりもはるかに大きい。こ

れは GR 戦略が大きな経済合理性を持つことを意味する。なお、この GR 戦略シナリオは、本稿の前半で検討

した 3 つのシナリオよりも CO2削減量（1990 年比 53%）が大きいだけではなく、化石燃料輸入削減額、発電単

価、エネルギー支出削減、雇用創出という点でより大きな経済合理性を持つ10。 

 
10 同様の研究結果として、WWFジャパン（2021）は、再エネや省エネの設備投資が増えても運転費用がマイナスになるの

で正味費用はマイナスになることを示している。 
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図 3 GR 戦略シナリオにおける 2030 年および 2050 年のエネ支出額 

出典：未来のためのエネルギー転換研究グループ（2021） 

 

 

図 4 GR 戦略シナリオの 2030 年までの累積投資額と、それによる累積エネ支出削減額との比較 

出典：未来のためのエネルギー転換研究グループ（2021） 

 

 

2.4. 公平性の考慮 
前出の Climate Action Tracker（2021）は、産業革命以降の温度上昇を 2℃あるいは 1.5℃に抑制するための

カーボン・バジェット（CO2排出許容量）および様々な努力分担方法11の二つを考慮した場合に必要とされる各

国のあるべき数値目標を発表している。日本に関しては、「世界全体での最小費用シナリオ」に基づいた場合、

日本国内の GHG排出削減を 2030年までに 2013年度比で 62%、2040年までに 82％削減がそれぞれ必要と

している。 

しかし、この「世界全体での最小費用シナリオ」という負担分担の方法は、すでにインフラを構築し、一人あた

りの排出量も GDP も大きい先進国にとって極めて有利な分担方法である。すなわち、日本を含む先進国は現

時点でも人口ひとりあたり CO2排出量が世界平均の約 2 倍、新興国途上国の約 3 倍で、歴史的排出量にはさ

 
11 各国の数値目標の野心度の比較評価に用いるカーボン・バジェットの分配方法は、主に、1）世界全体での費用最小化、

2）一人当たり GDPや排出量の考慮、3）一人当たり GDPや排出量に追加的に歴史的排出量を考慮、などの方法がある。こ

れらの中では、1）が先進国にとって最も有利（削減必要量が小さい）であり、3）が最も不利（削減必要量が大きい）になる。

Climate Action Tracker （2021）や明日香（2016）を参照のこと。 
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らに格差がある。したがって、一人当たりの排出量や一人当たり GDPなどの公平性に関する指標をある程度考

慮する必要があるとされる。 

具体的には、例えば、1.5℃目標を実現する世界のカーボン・バジェット（上限：7700 億トン/CO2、下限が 4200

億トン/CO2）12を世界各国が人口割りで均等に得るとした場合の日本の 2030 年削減率は、2030 年まで直線で

削減、その後も直線で削減し 2050年排出ゼロとした場合、2013年比で 75〜100%になる（図 5）。 

 

 
図 5   世界全体で 1.5℃未満抑制のカーボン・バジェットを人口割りで均等に分配した場合における日

本の許容 CO2排出量 
 

 

同様に、Climate Action Tracker（2021）も公平性を考慮した場合には、日本は 2℃目標達成には約 90％、

1.5℃目標達成には約 120％の削減がそれぞれ必要だとしている。さらに、公平性の中でも歴史的排出量を特

に重視する Climate Equity Reference Calculatorを用いて計算すると、例えば 1850年からの歴史的排出を考慮

した場合、1.5℃目標達成に必要な日本の排出削減数値目標は 167％となる13。 

  したがって、日本の 46%という目標は公平性という観点からも不十分なものであり、大幅な積み増しが求めら

れる。 

 

3. 結論 
菅首相の「2030 年度に 2013 年度比温室効果ガス 46%削減」は、日本の現状においては、エネルギー起源

CO2削減で考えると「50%削減」となる。これは決して十分な目標とは言えない。 

政府は 4 月 18 日の経産省審議会で活動量を一部下方修正し、再エネ・省エネ導入量を上方修正したもの

の、この政府の上方修正した再エネ・省エネ・活動量想定では、エネルギー起源 CO2の 50%削減は不可能で

ある。すなわち、46%削減という目標を確実に実現するためには、大きく分けると、1）電源構成で再エネ電力割

合を上昇させる、2）省エネ導入量を追加する、の二つのシナリオがあり、どちらの場合も政策強化が不可欠であ

る。 

 
12 IPCC1.5度特別報告書に基づく。 
13 Climate Equity Reference Calculatorの詳細は右記 URLを参照のこと。https://calculator.climateequityreference.org/ 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2010 2020 2030 2040 2050

日
本
の
C
O
2
排
出
量
[
M
t
-
C
O
2
]

1.5℃下限

1.5℃上限



 14 

本稿では、政府が第 6 次エネルギー基本計画のエネルギー・ミックスとして検討中と報道されている「再エネ

36〜38%、原発 20〜22% 」をもとに、政府の具体的なエネルギー・ミックスおよびシナリオ（再エネと省エネの内

訳）を推測した。そして、この私たちが推測した政府シナリオおよび脱石炭火力・脱原発を前提にした二つのシ

ナリオを含む計三つのシナリオに関して、具体的な政策や経済影響などを比較分析した。その結果、脱石炭火

力・脱原発のシナリオの方が政府シナリオよりも発電コスト総額や雇用創出数という点で経済合理的でもあること

が明らかになった。また、そもそも政府シナリオの「原発 20〜22% 」というのが現実的には実現が極めて困難で

ある。 

日本政府は、おそらく具体的なエネルギー・ミックスや対策を検討しないまま 46%削減という数値を米国のバ

イデン新政権からの圧力で決定した。おそらく決定当初は、46％削減を実現するための具体的なエネルギー・

ミックスなどは白紙に近く、今、ほぼ密室の中で数値やシナリオが決められようとしている。 

しかし、すでに多くの研究機関・NGO が論じており、本稿でも明らかになったように、他の先進国と同様に石

炭火力を抑制し、産業分野での省エネを進めれば、エネルギー起源 CO2の排出を 50%程度削減することは技

術的に十分に可能であり、その方が経済合理的でもある。また、そもそも 46％削減目標自体が先進国の中では

見劣りするものであり、途上国を含めた公平性を考慮すると極めて不十分な目標だと言える。 

すなわち、政府が検討している数値目標、エネルギー・ミックス、そしてシナリオは、日本における現世代の経

済的利益喪失および他国や未来世代への責任押し付けという二つの問題点を持つ。ぜひ再考を促したい。 
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